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１ 計画策定の経緯及び目的

県立病院は、本県における基幹病院として、また、地域における中核病

院として、高度・特殊医療、離島・へき地医療及び救命救急医療等の政策

医療を担い、重要な役割を果たしてきた。

しかしながら、病院事業は、平成 19 年度末には累積欠損金が約 217 億円
となるほか、多額の不良債務や資金不足を生じるなど、経営破綻にもつな

がるほどの厳しい経営状況にあった。

このような状況を受け、病院事業局においては、平成 20 年度に「県立病
院経営再建計画（平成 21 年度～平成 23 年度）」を策定し、①不良債務の解
消、②約 100 億円の資金不足の解消、③経常収支の黒字化の３つの目標を掲
げ、安定的な経営基盤の構築に向けて経営全般に亘る改革に取り組んでき

た。

その結果、病院事業は経営再建計画の３つの目標を平成 22 年度までに前
倒しで達成するなど着実に経営改善の成果を挙げてきた。

一方で、病院事業については、「県立病院の経営再建検証委員会」から、

平成 22 年度の経営再建の検証結果として、更なる経営改善の取り組みや、
患者数の確保、医師・看護師等の人材確保、固定費の中で大きな割合を占

める給与費の適正化などが課題と指摘されている。

また、過去の資金不足などの短期債務を公立病院特例債等の長期債務へ

振り替えたことによる約 70 億円の固定債務を計画的に返済するなど財務体
質の強化も求められている。

加えて、平成 24 年度診療報酬改定の中で、国は平成 37 年（2025 年）に
向け、患者ニーズに応じた病院・病床の役割分担や、医療機関間、医療と

介護の連携を通じて、より効果的な医療・介護サービス体制を構築すると

いう方向性を出しており、今後、県立病院として、この動きにも対応して

いく必要がある。

このように、県立病院が今後も地域において必要な医療を適切かつ安定的

に提供していくためには、自律的な経営の下でこれらの課題へ取り組み、

持続的な経営の健全化を達成する必要がある。

本「県立病院経営安定化計画」は、「県立病院経営再建計画」の成果を受

け、県立病院改革を継続するという基本的な考え方の下、大綱的な計画と

して経営に関する目標を定め、病院事業局の運営の指針とすることを目的

として策定するものである。
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２ 計画期間

計画期間については、平成 24 年度から平成 27 年度までの 4 ヵ年を 1年間
延長し、平成 24年度から平成 28年度までの 5ヵ年とする。
また、平成 29 年度を始期とする次期計画については、平成 28 年度中に策

定する。

(1) 計画期間の延長について

国においては、全国的に人口減少や少子高齢化が急速に進展する中で、

医療需要が大きく変化することが見込まれることから、地域における効率

的かつ効果的な医療提供体制の確保に向けた取り組みを進めているところ

である。

こうした中、本県においても、人口構造、世帯構成の変化による医療需

要の変化・増大が見込まれることから、県では、医療機関相互の機能分化

と連携を進め、効率的で質の高い医療提供体制並びに在宅医療等の充実に

よる地域における療養生活を支える体制を構築する「地域医療構想」の策

定に向けて取り組んでいるところである。

また、県と病院事業局においては、総務省が平成 27 年３月 31 日に示した
「新公立病院改革ガイドライン」に基づき、平成 28 年度中に地域医療構想
を踏まえた「新県立病院改革プラン」を策定することとなっている。

「県立病院経営安定化計画」の計画期間については、当初、平成 24 年度
から平成 27 年度までの 4 ヵ年間としていたが、平成 28 年度中には、今後の
沖縄県の医療提供体制を示す「地域医療構想」が策定されることから、計

画期間を 1 年間延長してその取組内容等を注視し、次期計画に反映させる必
要がある。

なお、計画期間を1年間延長するにあたり、これまでの実績及び今後の課

題については、追記するなどの一部修正を行っている。

(2) 次期計画の策定について

県立病院は、本県における基幹病院として、また、地域における中核病

院として、公共性と経済性を共に発揮し、地域住民の医療・福祉に寄与す

るという重要な役割を担っている。

このことから、病院事業局では、「県立病院経営再建計画（平成 21 年度～
平成 23 年度）」、「県立病院経営安定化計画（平成 24 年度～平成 28 年度）」
を実行し、経営改善の成果を上げているところである。

しかしながら、「県立病院経営安定化計画」の期間中には、消費税率の引

上げや会計制度の見直し等による外部環境の大きな変動に加え、国の方針

による「地域医療構想」の策定が各地域に求められるなど、病院経営に大

きな影響を与える要因が生じている。

そのことから、病院事業局では、さらなる病院経営の安定化に向けて、

これまでの「県立病院経営再建計画」や「県立病院経営安定化計画」にお

ける財政面の指標に加えて、地域医療構想等を踏まえた役割の明確化、経

営の効率化等、具体的な取組を明記した計画を平成 28 年度中に策定する。
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３ ３つの目標と５つの取り組み

(1) ３つの目標

ア 経常収支の黒字維持

本県病院事業は、平成 18 年度に過去最大の約 50 億円の経常赤字であっ
たが、平成 21 年度に経常黒字へと転換した。本計画では、引き続き平成 24
年度以降も経常収支の黒字（経常収支比率 100%以上）を維持することを目
標とする。

計画策定時（平成 24年 4月）の将来推計

実績および現状での将来推計

【今後の課題】

収益的収支は、計画策定時の将来推計のとおり経常収支黒字を維持して

いる。しかしながら、設備投資に伴う企業債の償還等を考慮すると、厳し

い経営状況となることから、経常収支に加え、決算における経営状況を表

す新たな視点が必要である。
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イ 手元流動性の確保

計画期間中に県立宮古病院の新築移転（平成 25 年 6 月）があったほか、
県立八重山病院の新築移転（平成 29 年度開院予定）に向けた資金需要があ
るため、単年度でみると資金収支がマイナスとなる可能性がある。その場

合でも、５年の計画期間で資金収支を均衡させることにより、手元流動性

の確保を目標とする。

計画策定時（平成24年4月）の将来推計

実績および現状での将来推計

【今後の課題】

会計制度の見直しによる退職給与引当金等の計上により、内部で留保し

なければならない資金が増加することから、資金残高に加え、使用可能な

資金を示す新たな視点が必要である。
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ウ 約70億円の長期債務の縮減

過去の資金不足から積み上がった短期債務を長期債務へ振り換えた事に

よる約 70 億円の長期債務を、効率的な資金の管理運用のため縮減すること
を目標とする。

計画策定時（平成 24年 4月）の将来推計

実績および現状での将来推計

【今後の課題】

長期債務については、当初計画どおり償還しており、今後も計画的に償

還する必要がある。
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(2) ５つの取り組み

上記３つの目標を達成するため、病院事業局として一体となって以下の

５項目を実施する。

ア 収益の確保

（ア）診療報酬改定への対応

診療報酬改定にあたっては、各病院において組織横断的な取り組みを

行い、情報収集の迅速化、共有化及び対策の強化を図ることで、組織的

かつ計画的に診療報酬改定に対応していく。

取り組みにおいては、診療報酬改定の動向に迅速に対応し、各施設基

準を適切に取得し収益の確保に繋げる。併せて、診療報酬改定内容への

理解不足から生じる請求もれを防ぐ取り組みも行う。

（イ）ＤＰＣ分析の強化

ＤＰＣの環境下では、在院日数やコストなどをミクロに把握し、分析

することが重要となってくる。

このため、ＤＰＣ対象の県立病院においては、ＤＰＣデータを用いた

分析力を強化し、他院とのベンチマーク比較を行うなかで、適正なコー

ディングの実施、在院日数の適正化及び投入医療資源の標準化を図り、

医療の質の向上や収益の最大化を実現する。

（ウ）患者数の確保

他の医療機関との病病連携、病診連携を更に促進することにより、

地域の中核的な急性期医療機関として患者数の確保を図る。

イ 費用の縮減

（ア）材料費等の適正化

すでに材料費等については、平成 20 年度からの「診療材料費縮減プ
ロジェクト」等により相当程度縮減してきたが、今後も材料費等の一定

の縮減や低廉購入を維持し、適正な在庫管理を行うことにより、材料費

等の適正化を図る。

（イ）委託業務の見直し

業務委託の県立病院統一化、給食業務等の民間事業者への委託化促進、

清掃及び警備業務委託の仕様書見直し及び複数年契約等、経費の半分を

占める委託業務の全般的な見直しを行う。
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ウ 人員体制の整備と人材の安定確保

県立病院の役割を踏まえ、医療提供体制の確保と経営への影響等を総

合的に考慮し、医療制度改革の動向を注視しつつ、事業運営に必要な人員

体制を整備する。

医師や看護師等の人材については、他の医療機関との協力連携の強化

や県内外での説明会の実施、研修制度の充実等によって医師・看護師等の

安定確保を行う。

また、人材確保の取り組みに加え、経営感覚に優れた人材を育成し定

着させるため、各種研修会の受講、研修派遣等を推進し職員の一層の資質

向上を図る。

給与制度については、給与費の適正化の観点に加え、職務・実績に応じ

た処遇の強化を図る方向で見直しを行う。

エ 効果的・効率的な設備投資

県立病院が地域において必要な医療を適切かつ安定的に提供していくた

めには、施設や医療機器の整備、更新を行っていく必要がある。このため、

医療ニーズや施設状況の把握、企業債の償還シミュレーション等に基づい

た経営的な視点での検討を前提に、選択と集中によって戦略的な経営を展

開し、収益拡大に向け効果的・効率的な設備投資を行う。

具体的には、南部医療センター・こども医療センターの高精度放射線治

療装置等の導入、北部病院のＮＩＣＵ設置、中部病院の電子カルテシステ

ム等の新たな設備投資を行っていくとともに、県立八重山病院の新築移転

については、平成 29年度開院に向けた整備を進める。
また、医療機器の調達にあたっては、病院間の調達情報の比較、病院間

での一括調達の検討・推進、入札による競争性の確保により調達価格の適

正化を図る。

オ 長期債務の縮減

支払利息の低減、財務体質の改善、単年度資金収支の平準化を図るた

め、公立病院特例債や他会計からの借入金である長期債務について、資金

の余裕度に応じて、繰上償還及び約定償還することで、長期債務を縮減す

る。


